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中期経営計画の変遷

　GSユアサは、中期経営計画を着実に推進し、持続的な成長を実現してきました。第四次中計では利益目標は未達でしたが、
第五次中計では鉛蓄電池事業の強化や海外展開を通じて目標を達成し、第六次中計では既存事業の収益改善が進展した結
果、利益目標を前倒しで達成し、さらに超過達成しました。
　こうした成果と外部環境の変化を踏まえ、Vision 2035を見直したうえで、第七次中計では「モビリティ」と「社会インフラ」
の2軸で次の成長基盤の構築を進め、Vision 2035の達成を目指します。

エネルギー・デバイス・カンパニー
「新生GSユアサ」を目指し、
長期的・持続的成長を確固たるものとする

売上高・営業利益ともに目標未達となったものの、
過去最高を更新。リチウムイオン電池事業の黒字
化を実現し、トルコ新工場稼働やパナソニック鉛蓄
電池事業譲受などにより事業基盤を強化しました。

第四次中期経営計画
（2016～2018）

「モノ・コトづくり」をキーワードに新しい価値
創造を通じて、 鉛電池事業とリチウムイオン
電池事業それぞれの持続的成長につながる
戦略的な企業活動を行う

一部課題は残ったものの、当初の利益目標を達成。
鉛蓄電池事業の収益強化と海外展開により経営基
盤を強化し、次期リチウムイオン電池事業拡大に向
けた布石を打ちました。

第五次中期経営計画
（2019～2022）

Vision 2035で描くありたい姿の実現に向
けた変革のための土台づくりの期間と位置
付け、事業構造変革に向けた諸施策を実行

利益目標を2023年度に前倒し達成し、最終的に
当初計画を大幅に超過達成。Hondaとの合弁に
よるBEV用電池の開発・供給体制を推進し、既存
事業の収益力強化とDX推進を実現しました。

第六次中期経営計画
（2023～2025）

モビリティと社会インフラの2軸
の事業基盤構築フェーズと位置
付け事業を推進

外部環境変化を踏まえ長期ビジョン
を見直したことを受け、事業の軸を
「モビリティ」と「社会インフラ」に再
整理しました。

第七次中期経営計画
（2026～2028）
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（億円）

さらなる収益の
拡大を目指す

中計目標の
大幅達成＋

過去最高益達成

早期に営業利益
750億円を目指す

既存工場の稼働率向上と
原価低減で収益力を強化

モビリティ

将来成長を見据えた戦略
的設備投資により、市場ポ
ジションを強化

社会インフラ

目指す姿の実現に向けた中長期戦略
目
次
に
戻
る

GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ

※2025年度以前はのれん等償却前営業利益で表示しています。2026年度以降の業績予想・目標は2026年8月5日時点のものです。
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第六次中期経営計画の振り返り

　第六次中期経営計画では、市場環境の変化を織り込んだ計画に対し、主力領域の需要を確実に取り込み、売上高はおおむ
ね計画通りとなりました。価格改善を主因とした収益性の向上により、営業利益は計画を上回る成果を達成しました。
　自動車電池事業では国内・海外で売価改定、中国拠点の整理などにより大きく収益性が改善、2025年度は米国インフレ抑
制法（IRA）に基づく補助金も大きく寄与しました。産業電池電源事業でも既存事業を中心に売価改定、常用分野の成長による
拡販で営業利益目標を達成しました。車載用リチウムイオン電池については、目標には未達であるものの、HEVの物量増によ
り収益を伸ばしました。

■  連結業績

■  セグメント業績

第六次中期経営計画を振り返って 施策

重点施策と実施内容

財務指標（2025年度）

● Hondaとの合弁会社を活用した高容量・高出力な
   リチウムイオン電池開発
● モビリティ・社会インフラビジネス拡大のための
　BEV用電池生産／供給体制整備

● 徹底した付加価値創出と収益性改善
● 国内産業電池電源事業における圧倒的な優位性による利益の最大化
● 中国事業見直しを含む地域戦略の転換、
主要拠点へのリソース集中と利益の最大化

● 事業構造転換を可能にするDX推進
● 社会課題解決に貢献する新規事業創出

BEV用
電池開発

既存事業の
収益力強化

DX ／
新規事業

1
2
3

● Hondaとの合弁会社を活用した高容
量・高出力なリチウムイオン電池開発

● Hondaと合弁会社設立 
   →高容量・高出力なLiB共同開発を開始

● モビリティ・社会インフラビジネス拡
大のためのBEV用電池生産／供給体
制整備

● 2027年稼働予定の工場建設を推進

● 徹底した付加価値創出と収益性改善
● 自動車用鉛蓄電池の国内事業での適正価格の
   訴求により、収益性を改善

● 中国事業見直しを含む地域戦略の転
換、主要拠点へのリソース集中と利益
の最大化

● 事業環境を踏まえ、中国・トルコ拠点からの
   撤退を決定
● アセアン地域での拡販強化と生産・営業体制
   の再構築により収益性を改善

● 国内産業電池電源事業における圧倒
的な優位性による利益の最大化

● 蓄電池＋STARELINKで
   エネルギーソリューションモデルを構築
● 電力市場向け蓄電池の受注を獲得し規模拡大

● 常用向けリチウムイオン電池の　　
生産拡大

● 原材料価格やインフレ影響の売価反映
● 全国100カ所以上のサービスネットワークを活
用したメンテナンス体制を強化し、収益を拡大

6,100億円

410億円

8.0%

10.0%

30.0%

6,090億円

610億円

11.5%

14.8%

21.2%

売上高

営業利益

ROE

ROIC

総還元性向

当初目標 実績

自動車電池（国内）

自動車電池（海外）

産業電池電源

車載用リチウムイオン電池

特殊電池およびその他

当初目標 実績

モ
ビ
リ
テ
ィ

社
会
イ
ン
フ
ラ

売上高

営業利益

売上高

営業利益

売上高

営業利益

売上高

営業利益

売上高

営業利益

1,000億円

70億円

2,400億円

170億円

1,400億円

110億円

1,100億円

60億円

200億円

0億円

1,080億円

117億円

2,645億円

245億円

1,241億円

184億円

899億円

49億円

225億円

15億円

過去最高

過去最高

目指す姿の実現に向けた中長期戦略
目
次
に
戻
る

GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ

（注）上記指標はのれん等償却前利益（営業利益・当期純利益）に対するものです。
（注）ROICはのれん等償却前営業利益（税前） ÷ 投下資本（固定資産（のれん等除く）＋運転資本）で算出しています。投下資本は期首と期末の平均値です。

（注）営業利益はのれん等償却前営業利益です。
DX ／新規事業の実施内容については、下記ページをご確認ください。
P.50  人材戦略 P.72  ［COLUMN］新規事業創出に向けた取り組み
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第七次中期経営計画

圧倒的な優位性やオンリーワン技術を背景に成長期待領域への集中投資を行い事業ポートフォリオを転換

　第七次中期経営計画は「モビリティ」と「社会インフラ」を両輪とした事業基盤構築フェーズとして位置付け、2035年に両分
野の利益貢献が同等となることを目指しています。

第七次中期経営計画の概要

　事業戦略と収益構造の明確化を目的にセグメント構成を変更しました。開示セグメントをモビリティと社会インフラで構成しモ
ビリティを安定的にキャッシュを創出する基盤とし、社会インフラを新たな成長ドライバーとして、その位置付けを明確にします。
　また重点投資領域の1つである航空・宇宙・防衛を独立したセグメントとすることで情報開示レベルを向上させます。
加えて、鉛蓄電池(海外)に含まれていた産業用海外事業を「社会インフラ」へ組み替えます。

セグメント構成の変更について

社会インフラ（ESS・AIDC・防衛）を新たな成長のドライバーに

鉛蓄電池のアフターマーケット強化とLiB（HEV/12V）の利益改善によるさらなるキャッシュ創出力の強化

モビリティをキャッシュ創出の源泉として強化

DOE3%※を目安とした累進配当で中長期の成長に応じた増配を継続

収益力と資本効率を高め、成長の進捗に応じて株主還元を着実に拡充

事業を「モビリティ」「社会インフラ」で定義し、ROICなどの経営指標を定め実行責任を明確化

計画達成確度を高めるため、透明性とコミットメントを強化

■  第七次中計の位置付け

■  財務目標

モビリティ事業

鉛蓄電池を中心に収益性を重視した事業運営を行う

社会インフラ事業

基盤構築フェーズと位置付け、ポジション確立を優先

（その他）2025年度実績：売上高27億円、営業利益△12億円　　第七次中計：売上高50億円、営業利益△15億円

※ 営業利益・営業利益率はIRA補助金を除いた値です。
※1 IRA補助金の影響額を含む営業利益です。
※2 ROEは親会社株主に帰属する当期純利益に対するものです。
※3 ROICはNOPAT÷投下資本（有利子負債＋株主資本）で算出。
     投下資本は期首と期末の平均値です。
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営業利益（億円）売上高（億円）

第八次中計
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第六次中計
（実績：2025年度）

第七次中計
（目標：2028年度）

営業利益率（％）
営業利益（億円）売上高（億円）

2,550

1,439

211 255

14.614.6

10.010.0

第六次中計
（実績：2025年度）

第七次中計
（目標：2028年度）

営業利益率（％）
営業利益（億円）売上高（億円）

鉛蓄電池(国内)自動車電池

国内
  ● 鉛蓄電池国内

海外
  ● 鉛蓄電池海外
  ● 産業用海外

産業電池電源
  ● 産業電池電源
  ● 産業用海外

車載用リチウムイオン電池
  ● 車載用リチウム

特殊電池およびその他
 ● 航空・宇宙・防衛
 ● 管理部門費用等

モ
ビ
リ
テ
ィ

社
会
イ
ン
フ
ラ

  ● 鉛蓄電池国内

鉛蓄電池(海外)

鉛蓄電池(海外)

  ● 鉛蓄電池海外

リチウムイオン電池
  ● 車載用リチウム

産業電池電源

産業電池電源

  ● 産業電池電源
  ● 産業用海外

航空・宇宙・防衛

● 航空・宇宙・防衛

その他
 ● 管理部門費用等

開示セグメントをモビリティと社会インフラへ
モビリティを安定的にキャッシュを創出す
る基盤とし、社会インフラを新たな成長ド
ライバーとして位置付けを明確化

航空・宇宙・防衛事業を「その他」から独立開示
重点投資領域の1つである航空・宇宙・防
衛を独立したセグメントとすることで情報
開示レベルを向上

鉛蓄電池（海外）に含まれていた産業用海外
事業を「社会インフラ」へ組み替え
鉛蓄電池(海外)に一部含まれていた産業用
海外事業を社会インフラに組み替えること
で、事業戦略と収益構造を明確化

● 産業用海外
2025年度実績
売上高：約310億円
営業利益：約13億円

変更前 変更後 変更の目的

変更による影響額

目指す姿の実現に向けた中長期戦略
目
次
に
戻
る

GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ

第六次中計 第七次中計

※DOEは、（配当金額＋自己株式取得金額）÷株主資本で算出

IRA影響額
（約35億円）

IRA影響額

DOE 3.0％を目安とする累進配当を導入し、成長に応じた株主還元を実施
⚫ 株主資本配当率（DOE）3.0％を目安とする累進的配当を実施し、 
  単年度の利益変動に左右されない安定的な株主還元を継続
⚫ 本水準により、社会インフラ投資を継続しつつ安定配当を維持し、 
  将来的な収益拡大の成果を株主還元の向上として反映する
自己株式の取得
⚫ 財務健全性および投資機会とのバランスを勘案し、資本効率向上の観点から機動的に実施

事業基盤への投資：900億円
⚫ 次世代電池の研究・開発
⚫ 設備更新など

社会インフラへの成長投資：850億円
⚫ インフラ向けLiB生産に向けた新工場・設備  ⚫ 防衛・特殊電池の増産に向けた設備
モビリティ領域への成長投資：500億円
⚫ 新製品投入（HEV・12V LiB）など
⚫ アセアンなどでのシェアアップを狙う小規模M&A（自動車鉛）

約2,550億円

約300億円

約1,350億円

約900億円

2026～2028年度

株主還元

基盤投資

成長投資

キャッシュイン キャッシュアウト 内 容

営業CF
1,800億円
資金調達等
750億円

■  キャピタル・アロケーション



　第七次中期経営計画の実現に向けて、モビリティ分野では事業規模に見合った投資を徹底し、収益力のさらなる強化を図り、社会イン           フラ分野では成長に向けた投資を着実に実行し、強固な事業基盤の構築を行います。
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第七次中期経営計画
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主要施策

事業規模に見合った投資を徹底し、収益力のさらなる強化を図る
■  モビリティ

成長に向けた投資を着実に実行し、強固な事業基盤の構築を行う
■  社会インフラ ■  その他

※営業利益はIRA補助金を除いた値です。
※1：IRA補助金の影響額35億円を含んだ営業利益です。

業績目標 業績目標

事業方針 既存工場の稼働率向上と原価低減で収益力を強化

主要施策 なぜ取り組むのか（市場環境） なぜ当社ができるのか（優位性）

● AIDC向けに最適な製品開発
と販売強化（国内および米国）

● AI負荷の高いDC用途に適合する
高出力・高耐久設計の製品をライン
アップ

● 国内非常用：DX×AIによる
効率化推進で収益力強化

● 国内における非常用の底堅
い需要とサービスニーズの
拡大

● AI需要拡大を背景に米国
DC投資が加速

● 高品質な製品とサービスの提供によ
り国内における圧倒的なプレゼンス

● 防衛用のオンリーワン製品
（潜水艦用LiB、特殊用途向
け熱電池など）で高付加価
値特殊電池の受注拡大

● 防衛予算増額により特殊電
池需要が拡大

● 防衛向け特殊電池において国内
トップの技術力を背景に、継続的採
用実績を保持

● 「蓄電池に係る供給確保計
画」の認定を受けた純国産
メーカーとしてESS市場で
のプレゼンス拡大

● 再エネ拡大に伴い調整力需
要が増加、国内ESS市場が
拡大局面

● 「蓄電池に係る供給確保計画」の認
定を受け、機器販売からO&Mまで
一貫対応可能

1,200
1,080

117 120

2,300
2,645

236※1

201

240

1,100

899

49 50

2,300

1,241

184
230

250

198

27 25

50

27

△12 △15
第六次中計

（実績：2025年度）
第七次中計

（目標：2028年度）
第六次中計

（実績：2025年度）
第七次中計

（目標：2028年度）
第六次中計

（実績：2025年度）
第七次中計

（目標：2028年度）
第六次中計

（実績：2025年度）
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営業利益（億円）売上高（億円）
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事業方針 将来成長を見据えた戦略的設備投資により、市場ポジションを強化

主要施策 なぜ取り組むのか（市場環境） なぜ当社ができるのか（優位性）

● 市場変化に対応する、新商
品開発と生産体制構築

● 品質・性能に対する信頼・ブランド
力に基づく顧客との強固なパート
ナーシップ

● アセアン拠点を中心とした
グローバル・サプライチェーン
強化

● アセアンにおける四輪・二輪
市場の成長期待

● 保有期間の長期化による交
換需要拡大

● 12V補機電池の性能向上へ
の期待

● 各拠点の既存基盤の活用による顧
客要求の実現

● HEV：既存工場の稼働率向
上および効率化

● HEV需要は引き続き堅調に
推移

● これまでのホンダ・トヨタ向けで
培った実績

● 高出力×高耐久を用途最適化でき
る設計・材料技術の蓄積

● 12Vの 新 製 品 開 発（鉛
/LiB）によるラインアップ強
化と搭載車種拡大

● 車両の消費電力増加などに
より12V電源の高度化ニー
ズが拡大

● 鉛、LiB双方を展開する唯一のプレ
イヤーとして最適提案が可能

3

2

1

4

鉛蓄電池(国内) 鉛蓄電池(海外) リチウムイオン電池

営業利益（億円）売上高（億円） 営業利益（億円）
売上高（億円）

産業電池電源 航空・宇宙・防衛 その他

第六次中計
（実績：2025年度）
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（目標：2028年度）

第六次中計
（実績：2025年度）

第七次中計
（目標：2028年度）

目指す姿の実現に向けた中長期戦略
目
次
に
戻
る

GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ
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